
 





別記様式（第 14 条関係） 

 
 

    令和６年１１月１日 

 

 

 

政策調整会議付議依頼書 

 

 

 

依頼者名   市民病院事務局長   

 

 

 下記事項について、効果的かつ効率的な市政運営実施のための会議の設置に関する規程第

14 条の規定に基づき、下記のとおり付議を依頼します。 

 

 

記 

 

付議事項名 市民病院の経営形態見直しについて 

付議の目的 
（ポイントを絞り込んで、簡潔

に記載すること。） 

経営形態の見直しを検討した結果、地方独立行政法人化を正式

にめざすため。 

説明者 
（部長は説明者に含まな

い。） 

市民病院事務局経営管理課長  横田 智美 

市民病院事務局経営管理課主幹  澤田 雄貴 

 

付議事項の概要 様式別紙に記載（必ず別紙様式をご提出ください。） 

 

 



別紙

★取組の目的

★総合計画上の位置付け

基本目標

↑ここにコードを入力 個別目標

個別目標の方向性

行政の役割

★現状と課題

（単位：千円）
予算額

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

5,500

15,000 20,000

5,500 15,000 20,000

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

15,000 20,000 0 0 0
        

★当該事項に関連する人員増の必要性 ※

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

4

★取組の効果を表す指標

単位 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

①

②

※事業費及び人員を確約するものではない。

目標値

指標名

付議会議

付議事項

令和６年度　　第８回会議

市民病院の経営形態見直しについて

無

実施中の取組及び予定する事項

健康で自分らしく生きられるまち

医療サービスを受ける環境が整うとともに、緊急時にも医療が受けられる状態になっている

① 医療体制の充実により、必要なときに必要な医療が受けられる環境づくりを進める

二次医療機関（地域の基幹病院）としての市民病院の診療体制を整える

地方独立行政法人移行調査

地方独立行政法人移行支援業務委託

（コードは「将来ビジョン・岸和
田（体系）」シートを参照）

有

国費

府費

起債

一般財源

対象 市民病院の経営形態

どのような
状態を目指す

将来にわたって持続可能な医療体制を提供するために、より迅速で柔軟な経営判断が可能な経営形態である地方独立行政法
人とする。

2020101

計

35,000

●今後の医師や医療スタッフの人材不足への対応や施設改修、設備更新等の需要などを想定すると、より一層の経営の安定・強化の取組が必要であ
るとのことから、令和5年3月に策定された新行財政改革ブランの取組の一つに、「市立岸和田市民病院の経営形態の見直し」が掲げられた。
●持続可能な病院運営を行っていくために、令和6年度から令和9年度までの４年間の経営強化プランを令和６年３月に策定しており、その中で、経営
形態については地方独立行政法人への移行が最適であるとし、計画期間中に具体的な検討を行うとしている。経営強化プラン推進担当（兼務）を配置
し、地方独立行政法人化の可否について、検討・調査を進めてきた。

人員増の必要性

その他

財源内訳

事業費

決算（見込額） 見込額

令和9年4月　地方独立行政法人へ移行


